「公立保育所民営化等ガイドライン」の概要及び変更点について　　　資料６
１．ガイドライン制定の目的
　のびのび塩竈っ子プラン後期計画(H22～H26)では公立保育所の一部民営化、廃止を重点事業の１つとしている。その実施方法を定めたガイドラインを作成し公表することにより、保護者・市民の不安を解消し、円滑な公立保育所の民営化・廃止を進めるとともに、情報を提供することにより優良な事業者の参入を促し、安定的・継続的な保育所運営を目指す。
	保育所名
	定員
	時期
	内容

	新浜町保育所
	６０名
	平成２５年３月
	廃止　※


	香津町保育所
	６０名
	平成２７年４月
	民営化



※　平成２３年３月の震災後、新浜町保育所を含む市全体で入所児童が増加したため、廃止については当面見合わせることとした。子ども・子育て支援事業計画の中で今後のあり方を整理していく。
２．公立保育所の一部民営化、廃止の目的
（１）子どもたちにより良い環境で保育を受けてもらうためには、老朽化した保育所の建て替え等を行い、更なる保育の質の向上を目指す必要があり、現行制度でこれらを実現するためには民営化は有効な手段と考える。
（２）地域により児童数が減少し、保育の一つの目的である社会生活を営む経験が積めなくなっている状況に加え、老朽化した保育所は、保育環境や財政状況の面から廃止する必要がある。
（３）さらに民営化や廃止により生じた予算や人員は、更なる保育の充実と新たな子育て支援に活用する。
３．民営化について
（１）民間移管方式（民設民営）とする。
（２）土地は原則として事業者に無償貸し付け、建物、備品は原則として無償で譲渡する。
　　　そして、移管後３年以内に民間事業者で建て替えることを条件とする。
（３）公募により事業者を募集する。（募集要件：①県内の認可保育所の運営実績のある社会福祉法人又は学校法人、②県内で指定管理者等として公立保育所の運営実績のある社会福祉法人又は学校法人）

（４）事業者の選定にあたっては、第三者機関である「のびのび塩竈っ子プラン推進地域協議会」が審査を行う。　　　　※　子ども・子育て会議が役割を引き継ぐものとする
（５）現行の延長保育に①平日は午前午後それぞれ３０分上乗せ（7:00～19:30）、②土曜日は原則として午前３０分、午後２時間上乗せ（7:00～19:00）する。
（６）移管実施前年度に６ヶ月間、市職員と事業者職員の合同保育期間を設ける。
（７）市、事業者、保護者による三者協議会を設置し、情報を共有することで、より良い保育環境を確保する。
４．廃止について
廃止する保育所で保育を受けている児童は、できるだけ優先的に希望する保育所への転所を行う。
５．保護者への説明会の実施
　新規入所申込者が保育所を選択する際の参考にできるようにするため、民間移管及び廃止を実施する３年度前から市民に周知を行うとともに、保護者に説明し、入所申込に際しては申込者に対し民営化や廃止の同意等を求めて申込の受け付けを行う。
保育所民営化・廃止に関する実施内容及び今後のスケジュール
	年度
	月
	
民営化（香津町保育所）
	廃止（新浜町保育所）

	Ｈ2２
年度
	11
１２
	
	新年度入所受付（申込者へ説明）
11/29　第１回保護者説明会（参加者１８人）
12/2　第２回保護者説明会（参加者５人）

	Ｈ２３
年度
	8
11
2
３
	
	8/4　第3回保護者説明会（参加者11人）
11/11のびプラ協議会での協議（廃止の延期）
議会協議会報告
3/29保護者説明会（廃止の１年延期について）

	Ｈ24
年度
	11
1
2
	新年度入所受付（申込者へ説明）
1/29　第1回保護者説明会（参加者15人）
新年度入所決定通知
2/26新年度新規入所説明会（参加者12人）
	2/7保護者説明会（廃止の当面延期について）
（参加者９人）
2/25のびプラ協議会で報告（廃止の当面延期）

	Ｈ25
年度
	5
6
８
11
～
１
2
	5/7保護者アンケートの実施（回答率44％）
6/27第2回保護者説明会・アンケート結果報告（参加者15人）
議会協議会報告(通常保育事業の進捗状況)
　新年度入所申込者へ説明（同意書の提出）
　事業者の公募決定・発表
事業者の募集(うち実施２ヶ月程度)
事業者の選定・決定
市と事業者協議、保護者説明会(事業者紹介)
新年度入所決定通知
新年度新規入所説明会
	議会協議会報告
・遊戯室にエアコンの設置
・改修工事スケジュール
※東日本大震災による地盤沈下により施設に傾きが生じたため、傾き解消の改修及び老朽化した床の張り替えを行い、保育環境の改善を図る。

	Ｈ26
年度
	4
７
10
11
1
3
	三者協議会　　
　　　　　　三者協議会の設置・運営
三者協議会
三者協議会
入所申込者へ説明　共同保育の実施(6ヵ月)
(同意書の提出)
三者協議会
	

	Ｈ27
年度
実施
年度
	4
7
10
1
	民営化実施、三者協議会
三者協議会
三者協議会
三者協議会
	


